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番号 事業名 会計 款 項 目 説明事業

B18
運転免許証更新時の高齢者講習の受け入れ枠の拡大 警察費 運転免許費 運転免許試験費

道路交通法 宣言項目   

分野施策 020411 交通安全対策の推進

１　事業概要 ５　事業説明

２　事業主体及び負担区分

３　地方財政措置の状況

４　事業費に係る人件費、組織の新設、改廃及び増員

 

予算額

財　　源　　内　　訳

一般財源
使用料・手数料 県　債

決定額 △18,559 △17,000 △1,559 128,910

現計額 147,469 138,291 65,000 △55,822

平成30年度予算見積調書(2月補正予算)
課室名:

担当名:

内線: (単位：千円)

一般会
計

警察管
理費

事 業
期 間

平成29年度～ 根 拠
法 令

　高齢化社会を迎えるにあたり、長期化している高齢者
講習の受講待ち及び認知機能検査の受検待ち日数を短縮
する。

契約差金による減額
　(1) 公安委員会による高齢者講習の実施
　　　　　　　　　　　　　　　　　　△8,745千円
　(2) 公安委員会による認知機能検査の実施
　　　　　　　　　　　　　　　　　　△9,814千円

　(1)　事業内容
　　　ア　公安委員会による高齢者講習の実施　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　講習用消耗品、車両保険料、設計委託料、講習室及び講習コース工事請負費、備品購入費及び負担金
　　　イ　高齢者講習電話相談の充実　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　 
　　　　　高齢者講習電話相談に係る通信費
　　　ウ　教習所への補助制度の実施　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　
　　　　　講習専用室増設及び借上補助、駐車場借上補助
　　　エ　公安委員会による認知機能検査の実施　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　
　　　　　検査用消耗品、実施施設用通信料、設計委託料、検査室工事請負費及び備品購入費
　　　
　(2)　事業計画　
　　　ア　公安委員会による高齢者講習の実施数の拡大及び、更なる受け入れ枠拡大に向けた免許センター施設改修

　　　イ　高齢者講習電話相談の充実　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　6回線

　　　ウ　教習所への補助金
　　　　　習室の増設及び借上げに対する補助　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　4所
　　　　　高齢者講習受講者が使用する駐車場借上げに対する補助　　　　　　　　　　　4所

　　　エ　公安委員会による認知機能検査の実施　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　
　(3)　事業効果
　　　公安委員会による高齢者講習及び認知機能検査の実施、電話相談の強化、自動車教習所への補助制度導入

　(4)　補正予算の概要　　
　　　契約差金による減額

（県10/10）等

（1）地方債の充当率　90％
（2）交付税措置　元利償還金について、その30％を
　　基礎財政需要額に算入　

補正後の
予算額

― 警察本部 B18 ―
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